別添１
廃棄物焼却施設の余熱等を利用した地域低炭素化モデル事業実施計画書
（実現可能性調査事業）
	事業の名称
	

	事業実施の代表者
	会社名等
所属
所在地
役職名
氏名
ＴＥＬ
ＦＡＸ
E-mail
	

	経理責任者
	会社名等
所属
所在地
役職名
氏名
ＴＥＬ
ＦＡＸ
E-mail
	

	事業実施の主たる実施場所
	名称
所在地
	

	事業の概要
	

	事業の目的
	

	事業の方法、内容
	１．廃棄物焼却施設の余熱等を利用した地域低炭素化モデル事業
（１）熱・電気の供給方法
（２）廃棄物の種類・計画処理量
（３）その他


	実施時期

	

	熱・電気の活用方法及びその調整状況
	・需要施設概要

・熱・電気の利用方法

	設備の荷重平均耐用年数（注２）
	

	事業の効果
	（二酸化炭素排出抑制効果（注３））

（事業の費用対効果（円/ ｔ-ＣＯ２）（注４））

・事業費ベース
※廃棄物焼却施設からの余熱等を地域の需要施設に供給するための熱導管等を導入する費用
（他事業等への波及効果）
（その他（地方創生等））




（注１）本実施計画書の参考資料として、必要に応じて以下の資料を添付すること。
1 熱・電気の供給の流れや位置関係がわかるシステム図
2 本事業に係る廃棄物の入手先・種類・量及び受入れ条件等が分かる資料
3 廃棄物処理施設設置に係る許可取得状況

4 地元調整状況
5 事業の効果（二酸化炭素排出抑制効果、石油代替効果、環境への影響など）の算定根拠資料
6 会社概要
7 本事業の実施体制
8 最近２営業期間の事業実績、決算書（実績がない場合は、将来の事業経営を説明した資料）
9 事業実施予定地の位置図／国土地理院発行地図（必要に応じ現地写真）

※　二酸化炭素排出抑制効果の算定根拠資料については、年間のＣＯ２削減量を算定したエクセルファイル（「補助事業申請者向けハード対策事業計算ファイル」）を添付すること。また、このエクセルファイル（「補助事業申請者向けハード対策事業計算ファイル」）における「エネルギー消費量の設定」に記入した具体的なデータの根拠、引用元の資料を添付すること。
（注２）平均荷重耐用年数については、「「廃棄物処理施設の財産処分マニュアル」の一部改正について」（平成２０年１０月１７日付け環廃対発第０８１０１７００４号、廃棄物対策課長通知）に準じて、それぞれの設備の見積もりに基づき算出すること。
（注３）二酸化炭素排出抑制効果の記載に当たっては、以下の点に留意すること。
①
算定根拠（引用した数字の出展、計算式を含む）を明記すること。

②
二酸化炭素排出抑制効果については、「地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック＜補助事業申請者用＞（平成２９年２月環境省地球環境局）」（以下「ガイドブック」という。）において使用するエクセルファイル（「補助事業申請者向けハード対策事業計算ファイル」）により算定した年間のＣＯ２削減量を記載すること。ガイドブック等は下記よりダウンロード可能。

http://www.env.go.jp/earth/ondanka/biz_local/gbhojo.html
（注４）費用対効果は以下の式に基づき算出すること。
費用対効果（円／ｔ-ＣＯ２）＝　事業費（円）／（当該実現可能性調査事業を踏まえて今後、設備等が導入された場合に削減される年間のＣＯ２排出量（ｔ-ＣＯ２／年）×当該実現可能性調査事業を踏まえて今後、設備等が導入された場合の設備の荷重平均耐用年数（年））
（注５）各省各庁の長は、補助事業者等が、補助金等の他の用途への使用をし、その他補助事業等に関して補助金等の交付の決定の内容又はこれに附した条件その他法令又はこれに基く各省各庁の長の処分に違反したときは、補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。
（注６）事業の方法、内容は既存の状況を踏まえてなるべく具体的に、必要性を含めて、可能な限り数値等を用いて示してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
別添１
廃棄物焼却施設の余熱等を利用した地域低炭素化モデル事業実施計画書
（設備等導入事業）
※事業の計画を策定する際は、計画している熱回収率、廃棄物の種類・処理量、電力・熱・燃料の供給予定及び事業の効果等の根拠を明確にし、実現性の高い計画を策定すること。
なお、交付の決定がなされた後でも、交付要綱、実施要領及び本計画書の内容（熱回収率、事業の効果等を含む）に違反した場合には、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。）第十七条（注５）に基づき交付の決定を取り消し、返金を求める可能性があります。
	事業の名称
	

	事業実施の代表者
	会社名等
所属
所在地
役職名
氏名
ＴＥＬ
ＦＡＸ
E-mail
	

	経理責任者
	会社名等
所属
所在地
役職名
氏名
ＴＥＬ
ＦＡＸ
E-mail
	

	事業実施の主たる実施場所
	名称
所在地
	

	事業の概要
	

	事業の目的
	

	事業の方法、内容
	１．廃棄物焼却施設の余熱等を利用した地域低炭素化モデル事業
（１）熱・電気の供給

　　①熱・電気の供給方法

　　②熱・電気の供給量（時間あたり及び年間）

　　③熱回収率
（２）廃棄物の種類・計画処理量
（３）その他


	実施時期

	

	熱・電気の活用方法及びその調整状況
	・需要施設概要
・熱・電気の利用方法

	設備の荷重平均耐用年数（注２）
	

	事業の効果
	（二酸化炭素排出抑制効果（注３））

（事業の費用対効果（円/ｔ-ＣＯ２）（注４））

・補助金額ベース

・総事業費ベース

（他事業等への波及効果）
（その他（地方創生等））




（注１）本実施計画書の参考資料として、必要に応じて以下の資料を添付すること。
①設備のシステム図、配置図
②
熱回収率※について、計算式、メーカー証明などの算定根拠資料

③本事業に係る廃棄物の入手先・種類・量及び受入れ条件等が分かる資料
④廃棄物処理施設設置に係る許可取得状況

⑤地元調整状況
⑥事業の効果（二酸化炭素排出抑制効果、石油代替効果、環境への影響など）の算定根拠資料
⑦事業収支計画及び資金調達計画が分かる資料
⑧会社概要
⑨本事業の実施体制
⑩登記事項証明書
⑪最近２営業期間の事業実績、決算書（実績がない場合は、将来の事業経営を説明した資料）

⑫事業実施者の印鑑証明書及び代表者の住民票の写し
⑬事業実施予定地の位置図／国土地理院発行地図（必要に応じ現地写真）

※
熱回収率の算定は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第５条の５の５第一項第４号ハに規定する方法によること。
※　二酸化炭素排出抑制効果の算定根拠資料については、年間のＣＯ２削減量を算定したエクセルファイル（「補助事業申請者向けハード対策事業計算ファイル」）を添付すること。また、このエクセルファイル（「補助事業申請者向けハード対策事業計算ファイル」）における「エネルギー消費量の設定」に記入した具体的なデータの根拠、引用元の資料を添付すること。
（注２）平均荷重耐用年数については、「「廃棄物処理施設の財産処分マニュアル」の一部改正について」（平成２０年１０月１７日付け環廃対発第０８１０１７００４号、廃棄物対策課長通知）に準じて、それぞれの設備の見積もりに基づき算出すること。
（注３）二酸化炭素排出抑制効果の記載に当たっては、以下の点に留意すること。
①
算定根拠（引用した数字の出展、計算式を含む）を明記すること。必要に応じて、注１⑥で定める資料を添付すること。
②
二酸化炭素排出抑制効果については、「地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック＜補助事業申請者用＞（平成２９年２月環境省地球環境局）」（以下「ガイドブック」という。）において使用するエクセルファイル（「補助事業申請者向けハード対策事業計算ファイル」）により算定した年間のＣＯ２削減量を記載すること。ガイドブック等は下記よりダウンロード可能。

http://www.env.go.jp/earth/ondanka/biz_local/gbhojo.html
（注４）費用対効果は以下の式に基づき算出すること。
費用対効果（円／ｔ-ＣＯ２）＝　補助金額又は総事業費（円）／（当該事業の実施により削減される年間のＣＯ２排出量（ｔ-ＣＯ２／年）×当該事業で導入する施設の荷重平均耐用年数（年））
（注５）各省各庁の長は、補助事業者等が、補助金等の他の用途への使用をし、その他補助事業等に関して補助金等の交付の決定の内容又はこれに附した条件その他法令又はこれに基く各省各庁の長の処分に違反したときは、補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。
（注６）複数年度の事業計画を提出することは可能だが、そのうち本年度事業でどの部分を実施するのかを明確に記載すること。
（注７）公募要領１－２（５）補助対象となる施設の条件を満たしていることがわかる書類を添付すること。
別添２
廃棄物焼却施設の余熱等を利用した地域低炭素化モデル事業に要する経費内訳
（実現可能性調査事業）
	所要

経費
	(1)総事業費
	(2)寄付金その他の収入
	(3)差引額

((1)－(2))
	(4)補助対象経費支出予定額

	
	円
	円
	円
	円

	
	(5)基準額
	(6)選定額

(4)と(5)を比較して少ない方の額
	(7)国庫補助基本額

(3)と(6)を比較して少ない方の額
	(8)補助金所要額
 (千円未満切捨)

	
	円
	円
	円
	円

	補助対象経費支出予定額内訳

	経費区分・費目
	金額（円）
	積算内訳

	
	
	

	合計
	
	


  （注）費目は可能な限り細分化して金額を記載すること。

別添２
廃棄物焼却施設の余熱等を利用した地域低炭素化モデル事業に要する経費内訳
（設備等導入事業）
	所要

経費
	(1)総事業費
	(2)寄付金その他の収入
	(3)差引額

((1)－(2))
	(4)補助対象経費支出予定額

	
	円
	円
	円
	円

	
	(5)基準額
	(6)選定額

(4)と(5)を比較して少ない方の額
	(7)国庫補助基本額

(3)と(6)を比較して少ない方の額
	(8)補助金所要額

(7)×１／２
(千円未満切捨)

	
	円
	円
	円
	円

	補助対象経費支出予定額内訳

	経費区分・費目
	金額（円）
	積算内訳

	
	
	

	合計
	
	

	購入予定の主な財産の内訳（一品、一組又は一式の価格が５０万円以上のもの）

	名称
	仕様
	数量
	単価（円）
	金額（円）
	購入予定時期

	
	
	
	
	
	


  （注）
①
費目は可能な限り細分化して金額を記載すること。

②
事業が複数年度にわたる場合は、年度別の補助対象経費支出予定額が分かる表を作成し、参考として添付すること。

③
補助対象外設備がある場合、本表とは別に、事業全体分の総事業費及び経費支出予定額内訳が分かる表を作成し、参考として添付すること。


④継続事業として申請する場合、前年度までの完了分の金額については実績額を用いること。
別添３
補助対象となる事業の条件を満たしていることを確認できる書類
（実現可能性調査事業）
	番号
	補助対象となる事業の条件
	条件を満たしていることの説明

	１）
	循環型社会形成推進基本法（平成１２年法律第１１０号）の基本原則に沿った事業であること。
	

	２）
	廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第８条の規定による一般廃棄物処理施設の設置許可を受ける予定もの、又は第１５条の規定による産業廃棄物処理施設の設置許可を受ける予定の施設から発生する熱等を利用する事業であること。
	

	３）
	事業実施の計画が確実かつ合理的であること。特に、熱及び電気の利用先の合理的な検討がなされ、地域の活性化等が図れること。
	

	４）
	地球温暖化防止に資する効果を明確な根拠をもって推計することができ、かつ、費用対効果の観点から、当該事業の効率性が高い事業であること。
	

	５）
	当該事業の遂行によって、他の事業者に対する波及効果が見込まれること。
	

	６）
	廃棄物焼却施設の余熱等を利用した地域低炭素化のモデル構築に資する事業であること。
	


（注）別添により説明する際は、「条件を満たしていることの説明」に別添参照と記載し、資料を添付すること。
別添３
補助対象となる事業の条件を満たしていることを確認できる書類
（設備等導入事業）
	番号
	補助対象となる事業の条件
	条件を満たしていることの説明

	１）
	循環型社会形成推進基本法（平成１２年法律第１１０号）の基本原則に沿った事業であること。
	

	２）
	廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第８条の規定による一般廃棄物処理施設の設置許可を受けた施設、又は第１５条の規定による産業廃棄物処理施設の設置許可を受けた施設から発生する熱等を利用する事業であること。
	

	３）
	事業実施の計画が確実かつ合理的であること。特に熱及び電気の利用先が確定している旨を証明できること。
	

	４）
	地球温暖化防止に資する効果を明確な根拠をもって推計することができ、かつ、費用対効果の観点から効率性が高い事業であること。
	

	５）
	廃棄物焼却施設の余熱等を利用した地域低炭素化モデル事業に係る施設が適正に管理されるよう、周辺住民の理解の下に、当該事業に係る管理・運営体制が整備されている旨を証明できること。
	

	６）
	補助事業に係る廃棄物の処理施設の安全性に関する情報公開等を行わなければならないこと。

ア　情報公開等を行うに当たっては、第３に掲げる範囲※を中心に、処理施設の安全性等に関する説明書を作成して周辺住民に開示するとともに、開示の結果、周辺住民と質疑応答等を行った場合には、当該質疑応答等の結果の概要を環境大臣（以下「大臣」という。）に報告しなければならないこと。

イ　交付要綱に規定する財産処分を制限する期間中は、第３に掲げる範囲を中心に、処理施設の実際の安全性について点検し、その結果を開示するとともに、開示の結果、周辺住民と質疑応答等を行った場合には、当該質疑応答等の結果の概要について補助を受けた年度の末日までに大臣に報告しなければならないこと。
	

	７）
	当該事業の遂行によって他の事業者に対する波及効果が見込まれること。
	

	８）
	廃棄物焼却施設の余熱等を利用した地域低炭素化のモデル構築に資する事業であること。
	

	９）
	産業廃棄物処理施設においては、産業廃棄物管理票について電子情報処理組織に原則対応しているものであること。
	

	１０）
	当該事業の実施及び当該事業により整備された施設の稼働において発生する産業廃棄物は、原則として優良産廃処理業者として都道府県知事または政令市長の認定を受けた者によって処理されること。
	

	１１）
	産業廃棄物処理施設の事業の実施主体は、処理施設の稼働から６年以内に優良産廃処理業者として都道府県知事または政令市長の認定を受ける旨の誓約書を提出すること。
	

	１２）
	断熱材を使用する場合は、フロンを用いないものであること。
	


（注）別添により説明する際は、「条件を満たしていることの説明」に別添参照と記載し、資料を添付すること。
※実施要領を参照すること
